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独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下「機構」という ）の平成２２年４月１日か。

ら平成２３年３月３１日までの事業年度における業務運営に関する計画は、以下のとおり

とする。

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

取るべき措置

Ａ．共通事項

１．戦略的な人材育成の推進

(1) 社会ニーズの変化に応じ柔軟な思考・対応を可能とする人材育成に向け、キャリ

アパス制度の改善を図るとともに、職員のキャリアパスの希望を考慮しつつ、技術

能力、企画立案能力及び管理能力の向上のため、新規採用職員から管理職までの各

階層ごとの研修及び各分野における内部教育訓練を積極的に実施するほか、職員か

ら自発的に提案された能力の向上に係るチャレンジ課題及びエキスパート課題を含

め、職員の専門的技術の取得・向上のため、各省庁、団体、外部専門機関等が行う

研修に積極的に参加し人材育成を推進する。

(2) 中長期的視点に立った戦略的な人材育成を図るため、大学、行政機関等内外の関

係機関との人事交流、国際会議等への若手職員の派遣を積極的に行うとともに、専

門的能力を有する人材の登用等を積極的に行う。

２．戦略的な広報の実施

機構の業務内容とその成果や重要性について、広く国民に理解が浸透し、機構の発

信する技術に関する情報がより広く活用されるようにするため、業務及び取り巻く情

勢の変化に応じた広報戦略に基づき、広報コストの低減に努めつつも効率的に以下の

広報活動を実施する。

(1) 各分野における業務成果の具体的ユーザーとなり得る関係者に対して、ユーザー

ニーズに即した広報活動・営業活動を推進する。

(2) 各分野における業務成果について、成果発表を適宜行うとともに、普及・啓発等

の展示等に参加して具体的ユーザーとなり得る者に直接利用を促す。

(3) 特筆できる成果については、経済産業記者会等への投げ込みのほか、一般誌、専

門誌等に対して積極的な働きかけを行う。また、プレス懇談会の開催、製品安全に

係る原則毎月の記者説明会を含め機会あるごとにマスコミに対し、積極的な情報発

信を行う。

(4) 広報展示スペース等の活用を進めつつ、業務紹介ビデオの更新、ウェブサイトの

再整理、充実等媒体別に情報発信等機能を強化することにより、機構の業務全体の

理解浸透、支持者・支援者の拡大を図る。

３．マネジメントの改善

(1) 各分野の連携による能動的な企画管理機能の強化を図るため、目標管理制度を利
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用して各部門及び課・室にリスク管理を周知・徹底し、全所的な実効あるリスク管

理活動を推進する。また、内部統制の充実・強化を図るため、運営会議等の場を活

用しつつ、不備がある点については必要に応じ見直し、体制整備を進める。

また、第三者委員会の提言に基づき、個人情報保護、情報セキュリティの取り組

みを強化する。

(2) 職員の自主性、自発性を高め、中期目標、中期計画、年度計画を着実かつ、効率

的に達成するため、コストを意識した業務の効率化、質の維持・向上努力に加え、

業務の重点化と予算の重点的かつ適切な配分を図るとともに、マネジメントツール

として目標管理制度のより効果的な運営を図る。

職務行動評価（能力評価）制度については、適切な人材マネジメントを行うため

その定着を図る。

(3) 前年度に引き続き、各部門においてそれぞれの業務のアウトカムの整理・調査を

進めることを通じて、ユーザーニーズを抽出し業務改善に繋げるとともに、新たな

ユーザーを開拓し、業務の成果を普及させる活動を継続する

Ｂ．バイオテクノロジー分野

１．生物遺伝資源に係る情報等の提供業務

(1) 生物遺伝資源の戦略的収集・保存・提供

①有用機能等の探索源となる微生物の収集・保存・提供

引き続き、利用価値の高い微生物の収集のため、国内外において、新規機能を

有する可能性が高いと思われる微生物を、さまざまな環境において探索、解析・

収集することにより、新規性の高い微生物を保存し、国内外あわせて累計で約３

万株の微生物を収集し、その提供体制を整備する。

②他機関の研究成果である微生物の収集・保存・提供

引き続き、大学や企業等の研究により論文等で報告された微生物のうち、利用

価値が高く産業利用可能な微生物を収集するため研究者に寄託依頼を積極的に働

きかける。さらに外国等からの大量寄託等を積極的に進める。これらによって、

累計で約１万株の微生物を収集する。他機関から収集した微生物については、基

本的性状等を確認するための解析を行った後に保存し、提供する。

③ＤＮＡクローンの収集・保存・提供

引き続き、ＤＮＡクローンの分譲を行うとともに、機構において実施されたゲ

ノム解析結果の利用促進を図るため、ゲノム解析株の主要なＤＮＡクローンを収

集する。

また、機構においてゲノム解析を実施した微生物を中心に提供する全ゲノムＤ

ＮＡの種類を増加する。

④生物遺伝資源の提供体制強化と利用促進

生物遺伝資源の国際的水準の品質を確保するため、１８年度に生物遺伝資源部

門で認証を取得したＩＳＯ９００１の定期審査を受け、登録の維持を行う。

また、ユーザーニーズに応じて分離源別の菌株一覧、細菌や酵母の基準株の一
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覧といった情報のホームページによる提供、学会との連携等、利便性の向上、普

及・啓発活動をバイオテクノロジー分野全体として行うことにより、生物遺伝資

源の利用を促進する。

(2) 国内及びアジア諸国との生物遺伝資源機関ネットワークの構築

①国内生物遺伝資源機関とのネットワークの構築

国内の生物遺伝資源の有効利用を図るため 「統合データベース」を着実に運、

用するとともに、情報の一元化に向けて参加機関拡大のための調整を行う。

②アジア諸国との生物遺伝資源機関（ＢＲＣ）ネットワークの構築

すでに一般公開している共通データベースの参加国を増やすため、アジア統合

データベース（ＡＢＲＣＮ）を着実に運用するとともに、アジア圏微生物資源へ

のアクセスを拡大し、利用者の利便性向上を図る。

また、アジア地域における生物遺伝資源の保全と利用促進を目的とする多国間

協力体制を強化するため、ＢＲＣコミュニケーションサイトにおいて、アジアコ

ンソーシアム（ＡＣＭ）参加機関各国の状態が把握できるように支援を行う。

③ＧＢＲＣＮ枠組み構築への貢献

前年度までに構築された生物遺伝資源機関ネットワーク（ＧＢＲＣＮ）実証プ

ログラムに参加し、同プログラムの検証に貢献する。

④データベース等の充実と情報等の利用促進

新たに保存された微生物をカタログに追加するとともに、解析されたゲノム情

報をデータベースに追加し整備・充実する。

国内のバイオ産業団体、各地域のバイオクラスター、大学、研究所等との連携

を図りつつ、イベントや学会での発表・展示やインターネット、雑誌、新聞等の

メディアを利用しての広報活動を行い、機構が保有する生物遺伝資源に関する様

々な情報の利活用を促進する。

(3) ゲノム解析等基本的機能の充実と社会的貢献

生物遺伝資源の利活用を促進するため、機構が保有する微生物株の中から分類上

の標準となるものについて大学、企業等との共同研究先等と協力してゲノム解析等

を行い、情報を整備する。前年度に引き続き、解析菌について塩基配列を決定して

いくとともに、遺伝子領域・機能の推定と確認、遺伝子の発現解析、分子系統解析

等を実施し、情報を整備する。また、カルタヘナ担保法における審査支援に関わる

菌の解析及び安全性に関わる評価技術開発に着手する。

、これまで機構が蓄積してきた技術やノウハウを社会的課題の解決に役立てるため

社会的・政策的に意義が高い微生物のゲノム解析等について、その要請に応じて積

極的に実施する。

(4) 海外資源国との二国間協力体制の構築

引き続き、生物多様性条約のもとで、国レベルでの連携強化を重視し、二国間協

定（ＭＯＵ）並びに共同事業契約（ＰＡ）に基づく共同事業を実施する。

日本で開催予定の生物多様性条約に関する第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）に

向けて情報収集を行う。ＣＯＰ１０においてサイドイベントを開催し、機構が行っ

ている海外生物遺伝資源へのＡＢＳスキームを紹介する。
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(5) 特許微生物の寄託業務

特許法施行規則及びブダペスト条約に基づく寄託機関として、安全管理に努め、

微生物の特許寄託業務を確実に実施するとともに、積極的な広報活動などにより寄

託数の増加を目指す。

。生物遺伝資源機関としての技術面での連携を強化し効率的な運営の実現に努める

また、産業界及び寄託者のニーズを踏まえ、信頼性と利便性のより高い特許微生物

寄託機関として、生存確認や保存に係る技術力の向上を背景に、迅速化や質の高い

技術アドバイス等、サービスの向上を行う。

２．カルタヘナ担保法関係業務

(1) カルタヘナ担保法に基づく立入検査業務

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カ

ルタヘナ担保法）第３２条第１項の規定に基づく立入検査等については、同条第２

項の規定に基づく経済産業大臣の指示に従って的確に実施し、その結果を経済産業

大臣に速やかに報告する。

(2) カルタヘナ担保法施行に係る調査業務

上記（1）の立入検査等業務を的確に実施するため、ゲノム解析等に関する技術や

ノウハウを活用し、必要に応じて法施行に係る調査を行う。

経済産業省が所管する鉱工業利用分野における第二種使用等の大臣確認申請にお

ける審査支援業務については、遺伝子組換え体の安全性や経済産業大臣が定めるＧ

ＩＬＳＰ遺伝子組換え微生物リストの改正及び告示原案作成に必要な調査を行い、

技術情報等を経済産業省に提供することなどの技術的支援を行う。

Ｃ．化学物質管理分野

１．化学物質総合管理情報の整備・提供関係業務

(1) 化学物質の有害性等の情報の整備提供

① 第一期に収集整備した約４,０００物質及び第二期に収集整備した約１,６００物

質の法規制情報や有害性情報等について維持更新を行う。

② 前年度に優先整備物質とした約３００物質について構造式、物理化学性状、法規

制情報などの整備を行う。また、新たに化学物質管理法令の対象となった物質等

について調査し、優先整備対象物質リストを更新する。

③ 改正化審法の施行に併せ整備が必要な情報項目について、可能なものから追加、

更新する。

また、ＪＡＰＡＮチャレンジプログラムで得られた情報についても、追加、更

新を行う。

④ ＯＥＣＤで検討が進められているＨＰＶグローバルポータルサイトの整備につい

て、前年度に引き続き、ＯＥＣＤが運営する化学物質の有害性情報を提供するポ

ータルサイトｅＣｈｅｍＰｏｒｔａｌにデータ提供等を行う。

⑤ 化学物質管理の専門家として、ＯＥＣＤの化学品合同会合やＩＵＣＬＩＤ専門家
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会合等の活動に参加し、国内情報の発信及び情報収集を行い化学物質総合管理情

報の整備・提供等に関する事業の国際整合性を図るための情報収集等を行う。

、 。⑥ 改正化審法の施行に伴う必要な情報の提供等のために ＣＨＲＩＰの改修を行う

、 、また ウェブアンケートやニーズ調査などによるユーザーの要望等を考慮して

新たに追加すべき機能や情報などについて検討を行う。

(2) 化学物質のリスク等に係る相互理解のための情報の整備提供

、 。① ニーズの把握のため 事業者のリスクコミュニケーションの実態調査を実施する

その結果を踏まえ 「リスクコミュニケーションの国内事例」等のウェブコンテ、

ンツの見直しを行い、前年度に作成したリスク評価及びリスクコミュニケ―ショ

ンに関するテキスト等とともにホームページで公開することで、国民、事業者、

行政への情報提供を行う。

さらに 「身近な化学物質シリーズ」については、製品安全センターと協力し、、

前年度に原案を作成した「繊維製品」を完成し、公開する。

② 国民には、製品安全センターと共同して展示会への出展や自治体等の主催する講

演会への講師派遣等を通じて、情報提供を行う。さらに、前年度に作成した「化

学物質と上手に付き合うために」を活用して、消費生活センター等に対する情報

提供を行う。

①で示したコンテンツを活用したＰＲＴＲデータ活用セミナーの開催や自治体

からの依頼による講演、研修等への講師派遣を通じて、事業者の化学物質の自主

管理の推進を支援する。

２．化学物質のリスク評価・管理に係る業務

(1) 化学物質のリスク評価等

① 化学物質審査規制法の監視化学物質を対象に、スクリーニング評価を行い改正化

審法において新たに指定される優先評価化学物質の候補を選定し、結果を経済産

。 、 、業省等に提供する また 化学物質排出把握管理促進法の対象物質等については

初期リスク評価に用いた暴露情報を調査確認することにより、リスクの状況を把

握し、必要に応じてリスク評価を行い、評価結果等を情報提供する。

② これらの物質のほか、新たな知見の集積などによってリスクが懸念されるに至っ

た物質について、所要の情報を収集するとともに、必要に応じたレベルの暴露評

価、リスク評価等を行う。

③ ①のスクリーニング評価への利用のため、対象となる監視化学物質について、製

造・輸入量、用途情報、有害性情報等を整備する。また、平成２３年度に新たに

製造輸入量の届出が開始される一般化学物質のスクリーニング評価や優先評価化

学物質のリスク評価に備え、事業者からの届出情報の整理に向けた準備を行うと

ともに、それら評価等に必要な物質の区分のための検討や、物理化学的性状や有

害性などの物質情報の収集・整理を行い、暴露評価、リスク評価が速やかに行え

るよう情報の体系化等を行う。

(2) リスク評価手法等の調査と手法開発

化学物質審査規制法の化学物質の評価に必要なスクリーニング評価手法、リスク
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評価手法について、円滑な法施行での利用に向け、必要に応じた調査等を行い、そ

の結果を経済産業省に提案する。

３．化学物質審査規制法関係業務

(1) 化学物質審査規制法施行支援

① 届出された新規化学物質の事前審査及び事後監視に必要な各種調査等を行い、３

省（厚生労働省、経済産業省、環境省）合同審議会関連資料等を作成・整理し、

関係３省に提供するとともに、３省合同審議会において説明等を行う。また、新

規化学物質の審査に必要となる試験報告書等について、事業者からの提出窓口と

して、３省に代わって資料受付を行うとともに、それらを３省や審議会委員等に

対して配付する。

さらに、新規化学物質の審査等に関する技術的事項について、事業者等からの

問い合わせへの対応を行う。

国が実施している既存化学物質点検、法律に基づき報告のあった有害性情報報

告などにより得られた有害性情報について、化学物質審査規制法に基づく評価に

関する各種調査、資料作成等の支援を行う。

化学物質審査規制法規制対象物質の指定や、審査が終了した新規化学物質の公

示に必要となる公示名称等について、その名称原案作成等を行う。また、国際ル

ールに基づく名称や米国化学会が付与している番号等を付与する。

新規化学物質の審査等に必要な試験データの信頼性確保のために経済産業省製

造産業局長が実施するＧＬＰ適合試験施設に関する基準適合確認について、職員

の現地査察への参加等の協力を行う。

、 、② 第一種特定化学物質 第二種特定化学物質及び監視化学物質の適切な管理のため

監視化学物質の製造、用途、使用形態等の情報の整備等を行い、経済産業省等に

情報を提供する。

③ 新規化学物質の届出情報や新規化学物質及び既存化学物質の試験データ等の化学

物質審査規制法所管３省が保有する情報を収載した化学物質審査支援システムに

ついて整備等を行うとともに、試験報告書等について適切に保管する。

④ 化学物質の有害性等の予測を効率的に行うために不可欠な構造活性相関手法（Ｑ

ＳＡＲ）について、化学物質審査規制法に基づく評価等への適用を目指し、既存

化学物質等の蓄積性などの有害性等データの整理・解析等を行い、カテゴリー化

の検討等を行う。

また 「構造活性相関手法による有害性評価手法開発」事業については、毒性、

試験報告書や作用機序情報の収集・整理を行うとともに、収集した情報を用いて

毒性知識情報データベース化の検討等を行う。

⑤ 国における同法の国内体制の整備等を支援するために必要な国内外の情報の収

集、整理等を行うとともに、国際的な対応に係る化学物質審査規制法施行におい

て必要な調査や国際機関等の活動への積極的な参画などの技術上の支援を行う。

⑥ 事業者による法令遵守が適切に行われるよう支援するため、化学物質審査規制法

に係る情報の提供や、事業者からの照会に対する対応等の普及啓発等を行う。
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(2) 立入検査等

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３３条第５項に基づく立入検査

等については、同条第６項に基づく経済産業大臣の指示に従って的確に実施して、

その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

４．化学物質排出把握管理促進法関係業務

(1) 化学物質排出把握管理促進法施行支援

① 化学物質排出把握管理促進法における電子計算機システムの運用、維持・管理を

行うとともに、届け出られたデータについてはデータの確認及び必要な電子化等

を行いファイル記録システムに入力する。

さらに、届出データを集計し、別途提供される裾切り推計及び非点源推計結果

を併せ公表用データ等を作成する。

また、化学物質排出把握管理促進法の施行令及び施行規則の改正に伴うシステ

ム改修を行う。

② 排出量算出マニュアル等についての事業者等からの照会への対応、化学物質排出

把握管理促進法の見直しに関する説明会等への講師の派遣など化学物質排出把握

管理促進法に係る普及啓発を行うとともに、ホームページなどによる関連情報の

提供等により事業者の自主管理の支援を行う。

(2) 化学物質排出把握管理促進法に関する情報の収集及び解析

① 国における化学物質管理に係る国内制度の企画立案を支援するために必要な国内

外の情報の収集、整理等を行うため、ＯＥＣＤにおけるＰＲＴＲタスクフォース

に参加しＰＲＴＲの国際整合性を図るための情報収集等や提供等を行う。

前年度に実施した化学物質排出把握管理促進法に基づくＰＲＴＲ対象物質を取

り扱っている事業者を対象とした取扱量等の実態調査の結果をとりまとめ、ＰＲ

ＴＲデータの精度を向上させるための基礎資料を作成する。

② 事業者の化学物質の自主的な管理の改善、国民の化学物質の安全に関する理解の

深化、国における適正な化学物質管理を支援するため、化学物質排出把握管理促

進法に関する情報の収集を引き続き進めるとともに、１８年度に開発したＰＲＴ

Ｒ解析支援システムを使用し、ＰＲＴＲデータ解析を行う。

５．化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律関係業務

(1) 化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（以下「化学兵器禁止法」と

いう ）第３０条第５項に基づく国際機関による検査等の立会い業務（オンサイト。

分析を含む ）については、同条第６項に基づく経済産業大臣の指示に従って的確。

に実施して、その結果を速やかに経済産業大臣に報告する。

(2) 化学兵器禁止法第３３条第４項に基づく立入検査等については、同条第５項に基

づく経済産業大臣の指示に従って的確に実施して、その結果を速やかに経済産業大

臣に報告する。

(3) 上記の立会い業務及び立入検査等業務を的確に実施するため、以下の措置を講ず

る。
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① 化学兵器禁止法に規定された特定物質、指定物質及びこれらの関連物質に対し、

分析能力の向上を図るため、十分な分析能力のある分析機関と分析能力の比較を

行う等の分析訓練を実施する。

、 。② 国際機関による検査等の対象事業所のうち 約２０事業所に対し実態調査を行う

③ 国際合意形成への貢献と分析方法の整合性確保のため、化学兵器禁止機関（ＯＰ

ＣＷ）における分析方法、検査に必要な装備等に関する会合、検査実施に関する

会合、ＯＰＣＷ等が主催する研修等が実施された場合には、積極的に参加する。

④ 現地分析を伴う国際検査に対し、その受入、対抗分析の実施、最新関連情報の入

手等において更なる効率化を図り、受入能力の向上を進める。

⑤ 途上国支援等の国際協力の場が形成された場合は積極的に参加し、機構の経験を

生かした的確な発言、提案を行い、国際機関との連携強化に努める。

⑥ 化学兵器禁止法に規定された特定物質・指定物質に関する法律違反案件等につい

て経済産業省から協力依頼があった場合は、積極的に協力し、法律の適切な施行

を支援する。

Ｄ．適合性認定分野

１．国際規格に適合した技術的信頼性の高い認定機関の運営業務

(1) 認定機関の信頼性確保

認定機関の信頼性確保及び技術的信頼性を確保するため、以下の業務を行う。

① 国際規格(ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０１１）に適合したマネジメントシステムを維持

するため、マネジメントシステム文書の見直しを行い、必要な場合は改訂する。

また、認定技術基準の透明性を確保するため、全ての技術基準文書をインターネ

ットにより公開するとともに、必要な場合は説明会を開催する。

さらに、認定業務に対する利害関係者・有識者からの情報を収集するとともに

内部監査及びマネジメントレビューを実施し、マネジメントシステムの継続的改

善を図る。また、審査員管理用のデータベース及び審査工程管理用データベース

を含め、記録の原本管理やバックアップ等は認定機関としての管理方針に基づき

確実に実施する。

② 高度な技術的専門性を有する審査員の増強を目的として、審査員の資質及び審査

レベルの向上を図るため、外部試験所・研究所職員を主要な対象とした審査員資

格取得に係る講習会、訓練及び審査員資格保持者に対するフォローアップ研修等

を実施するとともに、試験所への講習会の提供等、外部機関とのネットワーク強

化のために必要な対応を検討する。さらに、審査員への情報周知、審査レベルの

均質化、意見交換等を行うため、審査員連絡会を少なくとも年３回実施する。

③ 職員の認定機関要員としての資質向上、技術力強化のため、認定プログラム共通

の内部研修を少なくとも年４回以上実施するほか、試験所、海外認定機関等での

技術研修に可能な限り職員を参加させる。また、認定業務リスク対応事例の蓄積

と職員への周知を実施する。

(2) 認定制度の信頼性向上、普及拡大
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我が国における認定制度の信頼性向上、内外の認定機関情報の共有、認定基準の

透明性・同等性の確保、評価技術の向上を図るため、認定機関協議会の事務局とし

て主導的な役割を担うとともに、認定制度の普及啓発・利用拡大のための広報活動

及び要求事項の解釈の統一化のための活動等を協議会で実施する。同時に、審査員

の相互利用や研修の共催など、メンバー間での可能な協力を進める。また、認定機

関協議会としてのアジア太平洋試験所認定協力機構（ＡＰＬＡＣ）及び国際試験所

認定協力機構（ＩＬＡＣ）への参加について、事前協議を行い、メンバーの意見を

反映させる。

(3) 国際相互承認の維持

海外認定機関との協力体制を強化し、相互承認自体の信頼性を向上させるととも

に国際的な地位の維持・向上を図るため、以下の業務を行う。

、 、 、 、 、① ＡＰＬＡＣについては 総会 理事会 ＭＲＡ評議会 技術委員会等の委員会に

また、ＩＬＡＣについては、総会、ＭＲＡ委員会、認定委員会等の委員会に参加

し、可能な貢献を行う。認定業務の運営に重大な影響を及ぼす事項及び相互承認

範囲の拡大の検討に対して、我が国にとって有益となるよう提案等を行う。

さらに、ＡＰＬＡＣ２０１０大阪を、関係機関と調整・協力して開催する。

② ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣのＭＲＡ評価チームへの派遣要請に対して、可能な限り

職員をＭＲＡ評価員として派遣する。

また、ＭＲＡ加盟の海外認定機関から審査員の派遣要請に対して、可能な限り

審査員を派遣する。

(4) 標準物質情報の提供

① 標準物質総合情報システムの適切な運用管理を行うとともに、必要に応じて、関

係機関を訪問するなど能動的に調査を行い、標準物質データベースの更新、内容

の充実を図る。

、 、 。また 新たな情報の登録は 外部有識者からなる委員会の意見を踏まえて行う

② ＣＯＭＡＲ（注）の運営の国内事務局として、ＣＯＭＡＲに登録されている日本

の標準物質のデータ更新及び新たな標準物質の登録を行う。

また、ＣＯＭＡＲ運営会議に出席して国内の意見を運営に反映させる。

注：ＣＯＭＡＲとは、標準物質を登録した代表的な国際データベースの名称。

２．経済産業省に係る法令等に基づく認定業務

(1) 法令に基づく認定業務

① 経済産業省に係る法令に基づく認定業務(注）を標準処理期間内で迅速かつ効率

的に実施するため、審査チームを速やかに編成し派遣するとともに、評定委員会

を適時開催する。また、事業者からの申請を一層容易にするため、各認定プログ

ラムにおいて必要に応じてガイダンス文書を作成し公表するとともに、認定対象

分野を拡大する場合等、認定申請に係る説明会を適時開催し、申請者の利便性の

向上及び認定処理の効率化を図る。

さらに、認定制度の利用拡大・普及啓発のため、認定事業者と連携した広報活

動を積極的に行うほか、各認定プログラムにおいて、次の業務を行う。
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ア ＪＮＬＡについては、経済産業省が行う告示改正作業を支援するため、ＪＩＳ規

格の改正を反映させたＪＮＬＡ登録区分告示案を年２回以上作成する。また、Ｊ

ＮＬＡ制度の普及・拡大を図るため、不確かさの見積もりに関するガイダンス文

書、測定のトレーサビリティに関するガイダンス文書の見直しを行い、必要に応

じて追加作成し、公表する。さらに、ＪＮＬＡ制度の更なる向上のため、ＪＮＬ

Ａ登録試験事業者と情報交換を行う。

イ ＪＣＳＳについては、登録有効期限を満了する事業者に対して、前年度に引き続

き有効期限内に登録更新が行われるよう的確に手続きを行う。登録区分の追加が

あった場合は必要に応じて技術指針文書を作成し、公表する。また、既存の技術

指針文書は、最新の校正技術に対応するよう適宜見直しを行う。また、分野共通

の技術的課題について検討が必要な場合は、各分科会の連携を図る。

ウ ＭＬＡＰについては、認定基準のＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５化作業について、

経済産業省関係課と協力して着実に実施する。併せて、ガイダンス文書を作成し

公表する。

注：工業標準化法に基づく試験事業者登録制度（ＪＮＬＡ 、計量法に基づく校）

正事業者登録制度（ＪＣＳＳ）及び計量法に基づく特定計量証明事業者認定

制度（ＭＬＡＰ）を言う。

② 法令の遵守状況を確認するため、必要に応じて経済産業大臣からの指示等に基づ

く立入検査、フォローアップ調査を実施する。

さらに、認定制度の信頼性を向上させ、その適切な普及、顧客サービス向上を

図るため、審査に対する満足度調査、認定機関への要望調査等を行う。

(2) 社会ニーズに基づく認定業務

① 産業界の認定ニーズに柔軟に対応し、製品評価技術基盤機構認定制度（ＡＳＮＩ

ＴＥ）の利用拡大を図るため、必要に応じて製品認証機関、校正機関、試験機関

及び標準物質生産者の認定を行うとともに、関係する国際制度に対応したＩＴセ

。 、 、キュリティ評価機関の認定を行う また 認定分野拡張ニーズの情報収集に努め

ＪＮＬＡ登録試験事業者、鉄道関係機関等からの国際試験規格による認定ニーズ

等に柔軟に対応し、必要に応じて新規認定プログラムを開発し、認定を行う。

② ＡＳＮＩＴＥの信頼性を向上させ、その適切な普及、顧客サービスの向上を図る

ため、審査に対する満足度調査、認定機関への要望調査等を行う。

③ 認定業務を迅速かつ効率的に実施するため、可能な限り他プログラムと連動した

評定委員会を適時開催するとともに、事業者からの申請を一層容易にするため、

必要に応じてガイダンス文書を作成し公表する。

(3) 定期検査等

① 希望する認定事業者に対して、ＡＰＬＡＣ及びＩＬＡＣの相互承認（ＭＲＡ）の

条件を維持する等のため、認定基準であるＩＳＯ／ＩＥＣ １７０２５、ＩＳＯガ

イド３４、ＩＳＯ／ＩＥＣガイド６５に基づき、定期的に検査を行う。

② また、認定事業者の技術能力を確認するため、次のとおり技能試験を実施する。

ア ＪＮＬＡについては、前年度に見直しした技能試験計画に従い実施するととも

に、必要に応じて技能試験計画の見直しを行う。また、外部試験機関で実施さ
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れる土木・建築関係、繊維製品関係、抗菌関係等の技能試験については、ＩＳ

Ｏ／ＩＥＣガイド４３に基づき審査・承認し、活用する。

イ ＪＣＳＳについては、新規に標準供給が開始された区分等がある場合には、必

要に応じて持ち回り比較等による技能試験を実施する。また、外部校正機関で

実施される電気区分、質量区分等の技能試験については、ＩＳＯ／ＩＥＣガイ

ド４３に基づき審査・承認し、活用する。

ウ ＭＬＡＰについては、前年度に外部試験機関で実施された技能試験結果を踏ま

えて、審査・調査を実施し、その結果が認定事業者の技術能力の維持向上に役

立てられているかどうかを確認する。

エ ＡＳＮＩＴＥについては、民間では実施困難な多種多様な認定ニーズ等に対応

するため、必要に応じて技能試験等を実施する。また、外部機関で実施された

技能試験等について、必要に応じてＩＳＯ／ＩＥＣガイド４３に基づき審査・

承認し、活用する。

３．経済産業省に係る法令に基づく認証機関の登録のための調査等認定関係業務

(1) 法令に基づく認定関係業務

次に掲げる経済産業省に係る認証機関の登録のための調査等を法令に基づいて的

確に実施する。

① 工業標準化法に基づく登録認証機関の登録等関係業務

ア 経済産業大臣及び各経済産業局長の指示により、法令及び国際標準化機構及び

国際電気標準会議が定めた製品の認証を行う機関に関する基準等に適合するか

どうかの調査を行い、その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

イ 工業標準化法に基づく国内（外国）登録認証機関に対して、経済産業大臣及び

各経済産業局長の指示により、法令及び国際標準化機構及び国際電気標準会議

が定めた製品の認証を行う機関に関する基準等に継続して適合するかどうかの

立入検査を行い、その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

②製品安全４法（注）に基づく国内（外国）登録検査機関の登録等関係業務

ア 経済産業大臣の指示に従って法令及び国際標準化機構及び国際電気標準会議が

、定めた製品の認証を行う機関に関する基準等に適合するかどうかの調査を行い

その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

なお、第三者委員会等の提言に基づいて、業務改善を行い、調査結果の信頼

性構築を行う。

イ 経済産業大臣の指示に従って国内（外国）登録検査機関の業務の状況等を検査

して、その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

注：製品安全４法は、消費生活用製品安全法、液化石油ガスの保安の確保及

び取引の適正化に関する法律、ガス事業法、電気用品安全法を言う。

③特定機器相互承認法に基づく適合性評価機関の認定等関係業務

ア 経済産業大臣の指示に従って国外適合性評価事業の実施に係る体制について

調査を行い、その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

イ 経済産業大臣の指示に従って認定適合性評価機関等の業務の状況等を検査し
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て、その結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

④計量法に基づく濃度に係る計量証明事業者等に対する立入検査業務

経済産業大臣の指示に従って事業所等を検査して、その結果を経済産業大臣に

速やかに報告する。

(2) 国際提携関係業務

オーストラリア政府との口上書に基づく同国向け自動車及びその部品製造事業者

に対する生産施設検査（ＣＯＰ 、設計施設検査（ＤＦＡ）及びその試験施設検査）

（ＴＦＩ）は、オーストラア自動車設計規則（ＡＤＲ）に照らして計画的に実施し

てその結果をオーストラリア政府に報告する。

Ｅ．生活安全分野

１．製品安全関係業務

(1) 製品の事故に関する情報の収集・調査・分析、原因究明等

消費者が利用する製品のうち、消費者の生命又は身体に危害を及ぼす可能性のあ

る製品に適切な対応を図るため、以下の業務を行う。

また、独立行政法人国民生活センターと製品事故の未然・再発防止等のため、積

極的に協力・連携する。

① 消費者が利用する製品における事故情報等について、網羅的かつ広範な情報を迅

速かつ的確に収集するため、機構の全国組織を活用して、消防、消費生活センタ

ー等の関係機関等と緊密な協力・連携を更に強化するとともに、販売事業者等と

の連携協力を図り、さらなる事故情報の収集に努める。

② 収集した製品事故情報を踏まえ、事故品確認・現場調査を少なくとも３５０件以

上行うこと等によって、技術的観点から必要な調査及び分析を行い、迅速な原因

究明を行うとともに、事業者が講じた再発防止策の評価を行う。また得られた事

故情報についてリスク評価を行い、その結果に基づき事故の再発防止等のための

対策を検討する。

なお、原因究明等に際しては、原因究明の精度向上を図るため、製品の高度化

に対応しつつ、外部有識者、専門技術者等で構成する事故原因技術解析ワーキン

ググループ及び事故動向等解析専門委員会をそれぞれ年４回開催すること等によ

って、事故発生原因の技術解析を充分に行う。

③ 消費生活用製品安全法に基づく主務大臣からの指示に基づき、重大製品事故の原

因究明、類似事故等からの事故情報リスク分析等を行い、消費生活用製品の安全

性に関する技術上の調査を行うとともに、特定保守製品等の経年劣化に関する技

術上の調査を的確に行う。

④ 事故原因の究明、再発防止措置の評価等において、事故の未然・再発防止のため

技術的な究明が必要な案件について、原因究明テストを迅速に実施する。また、

原因究明の精度向上を図るため、製品から放散される化学物質（ＶＯＣ）による

健康被害事故等について事故原因究明手法の開発を行う。

⑤ 市場モニタリングテストは、企業、消費者等からの事故情報又は苦情情報の動向
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等から安全性又は品質性能に問題があると認められる製品について、行政ニーズ

を踏まえ、消費者保護関連法令の遵守状況の把握、製品の安全性の評価等のため

に適切かつ迅速に実施する。

(2) 国内外の関係機関との連携

独立行政法人国民生活センターや消費生活センター、大学、学会、工業会、消費

者団体等の国内関連機関との国内連携を強化し、事故の未然・再発防止等の施策を

効率的に行うとともに、海外の製品安全機関との連携・協力を図ること等により、

輸入品等に係る事故の未然・再発防止等の製品安全対策に反映させることのできる

有用な情報の収集・分析及び事故情報と技術情報の提供に努める。

(3) 事故の未然・再発防止のための情報提供等

収集した製品事故情報とその分析結果は、年度及び四半期ごとに取りまとめ、定

期的にホームページ上及び刊行物で公表する。

また、事故の技術解析、動向解析、原因究明手法の開発、市場モニタリングテス

ト等の結果は、ホームページ等により公表する。

さらに、消費者への啓発も含め、原則、毎月定例の記者説明会を行うとともに注

意喚起ちらしやリーフレットの作成、メールマガジンの配信による情報提供を積極

的に行う。また、販売事業者等を通じた情報提供に努める。

(4) 製品安全体系の高度化を目指した調査研究

必要に応じ、製品安全４法の技術基準のあり方について検討する。

２．標準化関係業務

(1) 高齢者・障害者対応等の分野における標準化

高齢者・障害者が安全で使いやすい製品の普及、製品・消費者の価値観等の多様

化等に対応した市場形成の観点から、以下の業務を行う。

① 高齢者・障害者対応等の分野の標準化を行う民間機関及び評価手法を開発する機

関などの関係機関に対し、これまで得られた専門的知見や機構が担う広範な業務

を通じて得られる情報、知見等を基に、技術面からの連携・協力をすることによ

りＪＩＳ等の国家標準の整備を推進する。

また、前年度までに調査研究等が終了したテーマについては、ＪＩＳ原案等の

作成を行う。

② これまで得られた専門的知見や機構が担う広範な業務を通じて得られる情報、知

見等を基に、国際標準化機構（ＩＳＯ 、国際電気標準会議（ＩＥＣ）の各種委）

員会等に、幹事、コンビーナ、プロジェクトリーダ等として国際会議に積極的に

参画し、調査研究等に基づく国際提案を行うとともに、引き続き、国際幹事国、

国際事務局及び国内事務局の運営を適切に行い、海外の標準化機関との連携・交

流・協力を行う。

③ 見直し期限の近づいたＪＩＳ、ＴＳ（標準仕様書 、ＴＲ（標準報告書 、ＩＳ） ）

（国際標準）について、関係する国際規格の動向に注意を払いつつ、内容の見直

しを開始する。

(2) 製品の安全確保のための標準化
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． 、 、上記１ の業務を通じて得られる知見等を活用し 事故の未然・再発防止の観点

製品のより高い安全性の確保等の観点から、以下の業務を行う。

① 経済産業省の意見を踏まえ、事故情報の収集、分析、事故原因の究明、再発防止

措置の評価、事故動向の分析等の業務を通じて得られる知見等を活用し、必要に

応じて、製品安全４法の技術基準の改正や、関連する任意規格の改正の提案等を

行う。

将来的な電気用品安全法に基づく技術基準等の改善策について調査検討し、具

体的な提案をするとともに、この提案に基づいた活動を行う。

また、製品安全に係る以下の国際標準化活動にも適切に対応する。

・ＩＳＯ／ＣＯＰＯＬＣＯ（消費者政策委員会）

・ＩＳＯ／ＰＣ２４０（製品リコール）

・ＩＳＯ／ＰＣ２４３（製品安全）等

② 経済産業省の意見、報告された調査結果を踏まえ、消費者が利用する製品につい

て、複数の製品分野に共通して用いられる規格の原案を作成するとともに、これ

に関連する業界の自主基準作成等の取組に対して、適切なアドバイスを行う。

(3) 人間特性に係る技術的データ等の提供

製品の安全で使いやすい設計に資するため、企業等におけるデータ収集・分析

を促進する観点から、製品の安全設計に資する人間特性データベースの維持・管

理を行う。

また、公開した人間特性に係る技術的データ等の情報リンク集の維持・管理を

行う。

３．講習関係業務

(1) 電気工事士法に基づく講習関係業務

電気工事士法に基づく定期講習を的確に実施する。

(2) 特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律に基づく講習関係業務

特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律に基づく資格講習、認定講習及

び再講習を的確に実施する。

４．経済産業省に係る法令等に基づく製造事業者への立入検査等業務

経済産業省に係る法令等に基づく、次の立入検査等を的確に実施する。

① 工業標準化法に基づく認証製造業者等及び認証加工業者に対する立入検査等

経済産業大臣の指示に従って製造又は加工品質の管理体制等を検査して、その

結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

また、工業標準化法に基づくＪＩＳマーク表示製品等の法適合状況を把握する

ための試買検査を行う。

② 製品安全４法に基づく製造事業者等に対する立入検査

経済産業大臣の指示に基づき、製品事故の再発・未然防止につながる立入検査

を効果的、着実に実施するとともに、その結果を経済産業大臣に速やかに報告す

る。
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③ 計量法（適合性認定分野で実施するものは除く ）に基づく届出製造事業者等に。

対する立入検査等

経済産業大臣からの指示に従って工場等を検査して、その結果を経済産業大臣

に速やかに報告する。

また、計量法に基づく指定製造事業者制度における事務への支援は、指定製造

事業者制度関係事務処理要領に係る事務のうち、経済産業省から依頼のあった事

務を支援する。

④ 家庭用品品質表示法に基づく製造業者等に対する立入検査

同法第１９条第４項に基づく経済産業大臣の指示に従って同法の遵守状況を検

査してその結果を経済産業大臣に速やかに報告する。

⑤ 製品安全４法で定める「主務大臣による適合性検査業務実施」に係る業務

天災その他の事由により国内（外国）登録検査機関が製品安全４法に定める適

合性検査を実施できなくなった場合において、経済産業大臣の指示に基づき機構

が当該検査を的確に実施できるよう既存技術を維持する。

Ｆ．その他業務

１．登山用ロープの依頼試験

依頼に応じて消費生活用製品安全法に規定する適合性検査に係る登山用ロープの依

頼試験を実施する。

Ｇ．その他業務運営に関する計画

１．試験等の評価結果の信頼性確保

生活安全分野における試験業務について、試験等の評価結果の信頼性の確保・維持の

ため、第一期に適合したＪＩＳ Ｑ １７０２５（試験所及び校正機関の能力に関する一

般要求事項）を維持・管理する。

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置

１．外部機関との協力・連携の推進

(1) バイオテクノロジー分野において、生物遺伝資源に係る情報の高付加価値化、産

業利用の促進を図るため、試験研究機関、大学及び民間企業との共同事業、連携等

により効率的な業務運営を行う。

(2) 試験・校正事業者認定関係業務において、独立行政法人産業技術総合研究所、日

本電気計器検定所、財団法人日本品質保証機構、独立行政法人情報処理推進機構、

財団法人建材試験センター、財団法人電気安全環境研究所、財団法人化学物質評価

研究機構、財団法人日本建築総合試験所等関連機関とのネットワークを維持・強化

、 、するとともに 認定機関協議会を中心とした関係機関との協力・連携活動を推進し
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審査事務及び委員会業務の促進と効率化を図る。

(3) 独立行政法人国民生活センターと製品事故の未然・再発防止等のため、積極的に

協力・連携する。

消費者が利用する製品における事故情報等について、網羅的かつ広範な情報を迅

速かつ的確に収集するため、機構の全国組織を活用して、消防、消費生活センター

等の関係機関等と緊密な協力・連携を更に強化する （再掲）。

(4) 標準化関係業務等において、適切な役割分担の下に福祉用具関係工業界、大学等

と協力・連携を推進するとともに、これらの研究施設の活用等により、効率的な業

務運営を行う。

２．アウトソーシングの推進

人的、資金的制約が非常に厳しくなっていく中、機構に対する行政ニーズや期待に

応えていくため、以下のアウトソーシングを行う。

(1) バイオテクノロジー分野については、大幅な解析期間の短縮及び解析コストの削

減を図る観点から、ゲノム解析手法の抜本的見直しによる選択と集中を進め、費用

対効果を考慮した一部外注化を実現する。

(2) 化学物質総合管理情報データベースの更新に必要なデータのうち、外部の公開情

、 。報の収集作業について 対象となる３７項目全てについてアウトソーシングを行う

(3) 認定業務については、試験事業者の技術的能力を定期的に確認する「技能試験」

について、一括外部委託化を進めるために育成してきた技能試験プロバイダーと連

携し、必要な技能試験を実施する。

、 、(4)講習業務については 受講者に対するサービスの低下を招かないよう配慮した上で

地域における講習需要の把握から、地域別講習実施計画案の作成、具体的会場手配

に至る講習実施業務のアウトソ－シングを的確に実施する 。

(5) その他一般管理業務を含め、費用対効果、専門性等の観点から、アウトソーシン

グの可能性を積極的に検討するとともに、アウトソース可能なものについて順次実

施に移す。

３．外部人材の効果的活用

(1) 認定業務については、機構外の技術を有する者に対し審査員資格取得に係る研修

、 、を行い 資格取得後は技術専門家として活用するシステムの運用を行うことにより

審査実施能力の拡大を図る。

(2) 製品安全関係業務については、事故原因調査に対応するため、外部の技術的専門

家の中から、引き続き、製品安全に係る調査能力を有する人材を積極的に発掘し、

機構の製品事故調査員として任用するシステムの活用等を拡大し、製品安全業務に

おける事故情報の調査・分析能力の更なる向上を図る。

(3) 事故原因究明の迅速化、高度化を目的として、前年度にアドバイザリー制度を構

築。知見を有する外部の技術的専門家をアドバイサーとして保有し、今後の原因究

明に活用するとともに、職員の技術向上に活かすことを目指す。
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４．機動的な内部組織の構築と人員配置

業務遂行に最適な内部組織を構築するとともに、一般管理費の削減に対応した最も

効率的な体制となるよう業務量の変動に応じた人員配置を図るため、以下の体制整備

を行う。

(1) 限られた資源で最大の効果を発揮させる観点から、各地方支所の設置目的と果た

すべき機能、役割、近隣支所との業務分担のあり方等を適時検証し、その検証結果

に基づき所要の見直しを行う 。

(2) 機構が保有する多様かつ高度な技術的知見、人材、設備等の一体的な活用を更に

進める。このため、各部門間の連携、機動的な人員配置等をより強化する 。

５．業務の電子化の推進

各府省情報化総括責任者連絡会議決定（平成１７年６月２９日 「独立行政法人等）

の業務･システム最適化実現方策 、同決定（平成１８年３月３１日 「業務･システム」 ）

最適化指針（ガイドライン 、経済産業省電子政府構築計画に基づき策定された機構）」

業務・システム最適化計画に基づき、機構の業務の最適化及びシステムの整備につい

て、特に一般管理業務に係る新システム（平成２１年度導入）の安定運用に努め併せ

て業務の最適化に努める。なお、老朽化を含めた全面更新対象システムには、ＮＩＴ

Ｅ－ＬＡＮシステム、文書管理システム、情報公開システム、財務・会計システム、

人事事務システム、化学ＬＡＮ及びＣＨＲＩＰ、認定審査関係のシステム、製品事故

関係のシステムを含む。

また、前年度に引き続き、機構全体の情報システム整備、運用に係る年度計画を策

定し、全体管理を進めるとともに、ＩＴ調達制度の適切な運用及びＣＩＯ補佐官の積

極的活用による調達審査体制でのＩＴ調達の透明性、公平性の一層の確保を図る。

情報セキュリティ政策会議決定（平成１７年１２月１３日 「政府機関の情報セキ）

ュリティ対策のための統一基準 、同決定（平成２１年２月３日 「第２次情報セキュ」 ）

リティ基本計画」に基づき、機構全体の情報セキュリティ体制・対策の整備を進め、

自己点検、試行監査を実施するなど情報セキュリティ対策強化に努める。

６．契約の適正化

(1) 随意契約の競争入札等への移行の徹底及び競争入札における一者応札・一者応募

の減少に向け、契約監視委員会による点検結果を踏まえ、新規事業者が参入し易い

環境及び条件整備等の具体的取り組みを行い、更なる契約の適正化を図る。

(2) 新たな随意契約等見直し計画を策定する。策定した計画はインターネットで公表

する。
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Ⅲ．予算、収支計画資金計画

１．予算

平成２２年度予算

（単位：千円）

区 別 金 額

収入

運営費交付金 ７，１５５，２８２

施設整備費補助金 ０

受託収入 ２０３，４６７

うち国からの受託収入 ６２，９３０

うちその他からの受託収入 １４０，５３７

その他収入 １９４，２００

計 ７，５５２，９４９

支出

業務経費 ６，３３２，３７０

施設整備費補助金 ０

受託経費 ２０３，４６７

一般管理費 １，０１７，１１２

計 ７，５５２，９４９

収入

講習関係収入 ８７５，４５７

計 ８７５，４５７

支出

講習関係経費 ８２０，４５７

計 ８２０，４５７
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２．収支計画

平成２２年度収支計画

（単位：千円）

区 別 金 額

費用の部 ８，２９２，６１５

経常費用 ８，２９２，６１５

業務経費 ６，０５６，９２１

受託経費 ２０３，４６７

一般管理費 １，０１７，１１２

減価償却費 １，０１５，１１５

財務費用（利息） ０

臨時損失 ０

収益の部 ８，２９２，６１５

運営費交付金収益 ６，８７９，８３３

受託収入 ２０３，４６７

手数料収入 １９４，２００

資産見返負債戻入 １，０１５，１１５

寄附金収益 ０

臨時利益 ０

純利益 ０

目的積立金取崩額 ０

総利益 ０

費用の部 ８２０，４５７

講習関係経費 ８２０，４５７

収益の部 ８７５，４５７

講習関係収入 ８７５，４５７

純利益 ５５，０００

目的積立金取崩額 ０

総利益 ５５，０００
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３．資金計画

平成２２年度資金計画

（単位：千円）

区 別 金 額

資金支出 ８，４２８，４０６

業務活動による支出 ８，０９７，９５７

投資活動による支出 ２７５，４４９

財務活動による支出 ０

翌年度への繰越金 ５５，０００

資金収入 ８，４２８，４０６

業務活動による収入 ８，４２８，４０６

運営費交付金による収入 ７，１５５，２８２

受託収入 ２０３，４６７

講習関係収入 ８７５，４５７

その他の収入 １９４，２００

投資活動による収入 ０

施設費による収入 ０

その他の収入 ０

財務活動による収入 ０

前年度よりの繰越金 ０
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